
令和５年度 運輸防災マネジメントセミナー
令和５年12月6日

高松地方気象台
気象防災情報調整官

大雪に関する防災気象情報
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四国地方における冬の天候の特徴

四国地方では晴れる日が多くなるが、寒気と季節風
が強まる場合には、瀬戸内側と豊後水道沿いで雲が
広がり山地や山沿いを中心に大雪となることがある。

冬(12月～2月)の
3か月積算日照時間平年値

地上天気図

内陸に寒気が残っているところに低気圧が四国の南の海上
を進むと寒気を引き込み、山地や山沿いを中心に広い範囲
で積雪となることがある。

季節風

天気分布

冬型の気圧配置（西高東低）による大雪 南岸低気圧による大雪

天気分布地上天気図

低気圧に向かって寒
気を引き込む

冬季は青い地域を中心に雪雲が広がりやすい
※季節風や寒気の強まりによっては、地域が拡大

する可能性もある



大雪のおそれに応じて段階的に発表される防災気象情報と対応

大雪に対する緊急発表
（国交省と共同）

大雪特別警報大雪特別警報

早期注意情報
（警報級の可能性）
早期注意情報
（警報級の可能性）

大雪の
半日～数時間前

大雪の数時間
～2時間程度前

雪の降り方が一層
激しくなり、記録的
な大雪のおそれが
ある

広い範囲で
数十年に一度の

大雪

大雪となる

大雪の数日～
約１日前

大雪の可能性が
高くなる

大雪警報大雪警報

大雪注意報大雪注意報

大雪に関する気象情報
（概ねの対象地域や予想降雪量を示して、
大雪となる可能性を共有）

気象状況

大雪に関する気象情報
（大雪に対する警戒を呼びかけ）

顕著な大雪に関する気象情報
（短時間の大雪に対する一層
の警戒を呼びかけ）

見出し文のみの短文形式情報

重大な災害の発生する可能
性が高まり、一層の警戒が必
要となるような短時間の大雪
となることが見込まれる場合

他機関との連携

記者会見
（大雪により社会的に影響が大きいと予想
される場合に実施）

記者会見
（大雪に対する最大級の警戒を呼びかける
ために実施）

大雪による被害

・立ち往生車両の発生
・農業用ハウスや簡易
的な建物の倒壊

・高速道路の通行止
・交通機関の運休

・幹線道路の通行止
・孤立集落の発生

・鉄道の間引き運転
（少雪地）

・住宅の倒壊

・大規模な交通渋滞

状況に応じ随時関係機関と
協議して報道対応など実施
状況に応じ随時関係機関と
協議して報道対応など実施

大雪に関する気象情報
（大雪に対する厳重な警戒
を呼びかけ）

降雪が大雪警報の基準を
大幅に上回る場合や、普段
雪の少ない地域で大雪警報
級の降雪が予想される場合

14日前～６日前 早期天候情報早期天候情報
気象庁の情報・対応

（大雪に対する一層の警戒を呼びかけ）

大雪に関する早期天候情報＜冬季の日本海側＞
（その時期としては10年に1度程度しかおきないような著しい
降雪量となる可能性が高まっているときに注意を呼びかけ）

四国地方は
発表しない
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大雪警報に切り替える
可能性が高い

大雪注意報
大雪警報に切り替える
可能性が高い

大雪注意報
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大雪に関して段階的に発表する防災気象情報（四国）
社会的に影響を与える降雪が予想される場合は、段階的に情報を発表します。

香川県の場合、警報級の
可能性[高]が予想される
場合

数十年に一度の
降雪量となる大雪

情報発表のタイミング

３日程度前 「気象情報」発表
強い冬型の気圧配置などにより、社会的に影響を及ぼす降雪が予想される場合に発表します。

１、２日前

多雪地帯で大雪警報基準以上の降雪が予想される場合、または普段は雪が少ない地域で大雪注意報基準
以上の降雪が予想される場合に「大雪に関する気象情報」を発表します。また、普段は雪がほとんど積もらない
地域での積雪など、社会的に影響を及ぼす降雪が予想される場合は「雪に関する気象情報」を発表します。

数時間前

「気象情報」発表

警報・注意報それぞれの基準を超える大雪が降ると予想される場合に大雪警報・注意報を発表します。
雪を伴って風が強く、風雪により交通障害等が発生するおそれがある場合は暴風雪警報・風雪注意報を発表
します。

「警報、注意報」発表

「特別警報」発表
府県程度の広がりをもって50年に一度の積雪深となり、かつ、その後も警報級の降雪が
丸一日程度以上続くと予想される場合に大雪特別警報を発表します。

５日前 「早期注意情報（警報級の可能性）」発表（明後日以降５日先まで）

「早期注意情報（警報級の可能性）」発表
警報級の現象となる可能性を、予報区単位で「高」「中」 （可能性がない場合は「－」）で発表します。

警報級の現象となる可能性を、府県単位で「高」「中」（可能性がない場合は「－」）で発表します。

説明会・記者会見開催

大 雪
香川県における警報・注意報の基準

大雪注意報 12時間降雪の深さ 5cm 風雪注意報 陸上 12m/s 海上 15m/s
雪を伴う

大雪警報 12時間降雪の深さ 15cm 暴風雪警報 陸上 20m/s 海上 25m/s
雪を伴う

・「大雪に関する気象情報」発表
（大雪に対する厳重な警戒を呼びかけ）

大雪に対する一層の警戒を呼びかけ

四国内各府県により基準が異なります。詳しくは気象庁ＨＰでご確認ください。
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index.html

「大雪に関する緊急発表」
四国地方整備局・高松地方気象台・高速道路事業者等が車両の立ち往生などに警戒を呼び掛け。
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低温に関する防災気象情報（早期天候情報と２週間気温予報）
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早期天候情報

２週間気温予報

25日頃は平年に比べ「かなり低い」見込み

その時期としては10年に1度程度しか起きないような低温が
24日頃までと30日頃から可能性がある

四国地方では「大雪」を対象とした早期天候情報の発表しない

こちらで確認

こちらで確認
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早期注意情報（警報級の可能性）

18-24 00-06 06-12 12-18 18-24

ー ー ー ー ー

1時間最大 15以下 15以下 15以下 15以下 15以下

3時間最大 25以下 25以下 25以下 25以下 25以下

24時間最大

[高] ー ー ー

下記以外 3 8 10 15 15

山地 10 10 20 20 20

24時間最大

ー ー ー ー

最大風速 12 12 14 14 12

ー

6時間最大

滋賀県の早期注意情報（警報級の可能性）

2021年12月25日17時　彦根地方気象台　発表

南部では、26日までの期間内に、大雪警報を発表する可能性がある。

北部では、26日までの期間内に、大雪警報を発表する可能性がある。

滋賀県北部
25日 26日

27日 28日 29日 30日

暴風

（雪）

警報級の可能性

50から100

－ [中]

大雪

警報級の可能性

50から70

大雨

警報級の可能性 ー ー

ー

• 警報級の現象が5日先までに予想されているときには、その可能性を「早期注意情報
（警報級の可能性）」として［高］、［中］の2段階で発表しています。

• 警報級の現象は、ひとたび発生すると命に危険が及ぶなど社会的影響が大きいため、
可能性が高いことを表す［高］だけでなく、可能性が高くはないが一定程度認められ
ることを表す［中］も発表しています。

• 府県気象情報の内容と合わせて確認してください。

気象庁ホームページでの表示例（2021年12月25日17時 彦根地方気象台発表）

【情報詳細】
大雪欄の今後予想される6時間最大降雪量
及び24時間最大降雪量を記述しています。
原則として、毎日05時、11時、17時に更新
します。

こちらで確認



◆警報、注意報に先立って、注意や警戒を呼びかけます。
早期注意情報（警報級の可能性）と合わせてご確認ください。
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大雪に関する気象情報

大雪に関する愛媛県気象情報 第１号 （以下、見出し文のみを抜粋）
令和４年１２月１７日１６時１７分 松山地方気象台発表

（見出し）
愛媛県では、１８日未明から夕方にかけて、山地を中心に大雪となり平地でも積雪と

なるおそれがあります。積雪や路面の凍結による交通障害に注意してください。

大雪に関する愛媛県気象情報 第１号
令和４年１２月２１日１６時４５分 松山地方気象台発表

（見出し）
愛媛県では２２日夕方から２４日頃にかけて大雪となり、２３日は警報級の大雪と

なるおそれがあります。積雪や路面の凍結による交通障害などに十分注意してください。

大雪に関する愛媛県気象情報 第３号
令和４年１２月２２日１１時３６分 松山地方気象台発表

（見出し）
愛媛県では、２３日昼前から２３日夜遅くにかけて、積雪や路面の凍結による長

時間の交通障害などに警戒してください。

愛媛県での発表例
こちらで確認



大雪に関する緊急発表の例

令和4年12月22日～24日の事例

大雪に関する緊急発表（令和4年12月23日の例）
普段とは異なる顕著な降雪や猛吹雪が予想される場合、普段降雪が少ない地域において

まとまった降雪が予想される場合など、大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす
おそれのある大雪が予想される場合には、国土交通省と気象庁が共同して記者会見を開き、
車両の立ち往生などに対して一層の警戒を呼びかけます。
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大雪に関する緊急発表（令和4年12月23日の例）
強い冬型の気圧配置の影響で、各地で大荒れとなり、西日本の太平洋側でも大雪。
高知では日最深積雪が１４センチと観測史上１位となった。

12月21日～22日に呼びかけ実施 12月22日に緊急発表！！
四国地方整備局をはじめ各機関のHPや高松地方気象台のHPに掲載（記者発表）。
各機関が共同して記者会見を行い警戒を呼びかけることもあります。

高松地方
気象台のHP

新着情報に
掲載されます。



• 警報は、重大な災害が発生するような警報級の現象がおおむね３～６時間先に
予想されるときに発表することとしています。

• 警報級の現象が概ね６時間以上先に予想されているときには、警報の発表に先
立って、警報に切り替える可能性が高い注意報を発表することとしています。

• 隣接県の大雪警報、着雪やなだれ等の注意報にも留意してください。

明日までの予想

警報注意報用
の種別選択2021-11-08（「気象警報・注意報」 画面表示例）

大雪

2020-12-31-15時31分発表

2020-12-31-20時19分発表

大雪警報・注意報
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〇大雪に関する気象情報（大雪に対する厳重な警戒を呼びかけ）
降雪が大雪警報の基準を大幅に上回る場合や、普段雪の少ない地域で大雪警報級の降雪が予想され、重
大な災害の発生の可能性が高まり、一層の警戒が必要となる場合に発表する気象情報
• 厳重な警戒を呼びかける、文章形式または見出し文のみの短文形式の気象情報

大雪に対して一層の警戒を呼びかける気象情報

〇顕著な大雪に関する気象情報（短時間の大雪に対する一層の警戒を呼びかけ）
重大な災害の発生する可能性が高まり、一層の警戒が必要となるような短時間の大雪となることが見込まれる場合に発表する気象情報
• 降雪量（実況値）と今後の見通しを記載した短文形式の気象情報
• 近畿地方（滋賀県、京都府、兵庫県）、中国地方（岡山県、広島県、島根県、鳥取県）で運用*1

※過去の交通障害などと、そのときの観測値を検証して発表の目安を設定します。目安は情報の効果を検証して適宜、見直します。
*1：全国では他に、北陸地方（新潟県、富山県、石川県、福井県）、東北地方（福島県《会津地方》、山形県）で運用。

地域 対象府県 発表の目安※

近畿地方 滋賀県、京都府、兵庫県 アメダス地点などで6時間降雪量が35cm（兵庫県兎和野高原は40cm）に達し、その後も警報級の降
雪が続いて、12時間降雪量が警報基準を超過すると予測するとき

中国地方 広島県、岡山県
島根県、鳥取県

アメダス地点で6時間降雪量が、平地で30cmまたは山地で40cmに達し、その後も警報級の降雪を予測
するとき

（見出し）

高知市などの市街地では、記録的な大雪となっています。２３
日夕方にかけて、大雪に厳重に警戒してください。平地でも路
面が凍結し、広い範囲で交通障害が発生する見込みです。不
要不急の外出は控えてください。

（本文）
なし

（見出し）

愛媛県では、２３日夜遅くにかけて、積雪や路面の凍結による長時間の
交通障害などに警戒してください。また、南予では２３日夕方にかけて雪
を伴った暴風、高波に警戒してください。

（本文）

四国地方は、強い冬型の気圧配置となっており、上空約１５００メート
ルには氷点下９度以下の強い寒気が流れ込んでいます。強い冬型の気
圧配置が続くため、普段雪の少ない地域でも大雪となる所がある見込
みです
愛媛県では、２４日明け方にかけて大雪となる所があるでしょう。…

雪の多い地域では、以下のような情報も発表（四国での発表はしない）

※本文を記載する情報の場合もある
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大雪特別警報
◆記録的な大雪（府県程度の広がりをもって50年に一度の積雪深）と

なり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上続くと予想される
場合には、大雪特別警報を発表します。
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都道府県選択
をクリック大雨・大雪を

クリック

見たい都道府県をクリック

詳しく見るを
クリック
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早期注意情報（警報級の可能性）の見方

こちらで確認

香川県の早期
注意情報
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雪の状況 https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/mdrr/snc_rct/index_snc.html

【気象庁ホーム】 ⇒ 【各種データ・資料】
⇒ 【最新の気象データ】 ⇒ 【雪の状況】

次の分布図や一覧表を表示できます。
・積雪の深さ（現在の値）
・積雪の深さ（現在の値）平年比
・24時間降雪量（現在の値）
・日最深積雪
・日最深積雪平年比 など

【備考欄表示例】

昨冬までの1位の値以上

昨冬までの10月の1位の値以上

昨冬までの1位の値以上（10年未満）

昨冬までの10月の1位の値以上（10年未満）

雪の観測情報（気象庁ホームページ）
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• 解析積雪深・解析降雪量と組み合わせて、6時間先までの積雪深や降雪量の
予測分布が確認できるようになります。雪による交通への影響等を前もって判
断いただくための情報としてご利用ください。

• この情報は1㎝単位で活用いただくことを想定していません。今後数時間先ま
での積雪の深さ・降雪量の予想分布の傾向を把握するための資料としてご利
用ください。

2020-12-31-18時の積雪（実況）2020-12-31-18時の積雪（実況） 2020-12-31-18時までの
6時間降雪量（実況）
2020-12-31-18時までの
6時間降雪量（実況）

2020-12-31-23時までの
6時間降雪量（予想）
2020-12-31-23時までの
6時間降雪量（予想）

今夜はまだ降りそう
だ・・・

通行止めになると困る
し、車はやめておこう。
帰るのは来週にしよう。
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今後の雪（降雪短時間予報）



解析積雪深・解析降雪量
（最新時刻が18時の例）

1～6時間先の予報が1時間間隔
で確認できます。
（表示例：19時～00時）

18時積雪の深さ 2021年11月12日00時
（11月11日18時の解析に基づく予想）

積雪の深さ 2021年11月11日18時

降雪短時間予報
（最新時刻が18時の例）

最新及び過去のデータが、1時
間間隔で確認できます。

今後の雪（降雪短時間予報）
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「早期天候情報」（2週間～6日前）
https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/souten/

「早期注意情報（警報級の可能性）」（明後日以降５日先まで/明日まで）
https://www.jma.go.jp/bosai/warning/#lang=ja&area_type=offices&area_code=370000

「気象情報」（3日程度前/1日前）
https://www.jma.go.jp/jp/kishojoho/

特別警報、警報、注意報
https://www.jma.go.jp/jp/warn/

天気予報・週間天気予報： https://www.jma.go.jp/jp/yoho/

天気分布予報：
https://www.jma.go.jp/bosai/wdist/#zoom:8/lat:33.740329/lon:133.272400/colordepth:nor
mal/elements:s3

雪の状況：
https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/mdrr/snc_rct/index_snc.html

◆ 今後の雪：降雪短時間予報
https://www.jma.go.jp/bosai/snow/#zoom:8/lat:33.696923/lon:133.385010/
colordepth:normal/elements:snowd

（参考）気象庁ホームページ
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「気象台からのコメント」

表示はコンテンツ一覧からカスタ
マイズできます。

気象庁ホームページ【気象台からのコメント」
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

大雪時 の

道路交通確保対策 について

令和５年１２月６日（水）

国土交通省四国地方整備局

道路部 道路管理課長補佐
https://www.skr.mlit.go.jp/road/toukikoho/index.html

Shikoku Regional Development Bureau Road division



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
直轄国道の管理体制

四国地方整備局の直轄管理延長 1,339.0km（R5.4）

号線 管理区間 管理延長

11号 徳島市～松山市 263.0km

28号 鳴門市～徳島市 8.3km

30号 高松市 1.6km

32号 高松市～高知市 132.9km

号線 管理区間 管理延長

33号 高知市～松山市 124.8km

55号 徳島市～高知市 237.5km

56号 高知市～松山市 349.5km

192号 四国中央市～徳島市 98.9km

号線 管理区間 管理延長

196号 松山市～西条市 65.7km

317号 今治市 6.7km

319号 丸亀市～まんのう町 10.5km

四国横断自動車道
（高速自動車国道） 39.6km

徳島河川国道事務所

徳島国道出張所

日和佐国道出張所

香川河川国道事務所

高松国道維持出張所善通寺国道維持出張所

松山河川国道事務所

西条国道維持出張所

松山第二国道維持出張所

松山第一国道維持出張所

大洲河川国道事務所

大洲国道出張所

宇和島国道出張所

中村河川国道事務所

中村国道出張所

土佐国道事務所

高知国道維持出張所

南国国道維持出張所

奈半利国道出張所

佐川国道維持出張所

池田国道維持出張所

６事務所
１５出張所

1

四国横断自動車道は、須崎西IC～四万十町中央IC、
宇和島北IC～西予宇和IC、徳島津田IC～徳島沖洲IC



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

雪害は突発的でなく、ある程度発生時期の予測が可能

「伝わる」事前広報活動が重要！

交通事故や地震等とは異なり、

四国の特性（気象、利用者意識、除雪力等）も踏まえ、

四国全体では、降雪量が少なく、著しい雪害は 頻繁には発生しない
■気象特性

■道路利用者の意識
冬用タイヤやチェーン携行の割合は、

約25％と雪害に対する危機意識は低い

※：令和5年3月四国地方整備局調べ
実施：WEBアンケート
対象：四国在住のドライバー
サンプル数：1000件（各県250件）

※

■記者発表
（降雪前の出控え呼びかけ） ■広報チラシ

■Web,SNS広告

■youtube広告

■新聞広告

■テレビCM配信

2

事前広報の重要性



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism道路の雪氷対策

3

1. 道路の雪氷対策は、雪道における安全で円滑な交通の確保を図り、大規模な通行止めが生じな
いよう各種対策を実施します

2. 具体には、気象情報や降雪予測等に基づき、パトロールや現地に設置している各種センサー
（路温計やカメラなど）により現地状況の把握に努め、適宜、凍結防止剤散布やスノープラウ
による除雪を実施します

3. なお、急な上り坂で大型車等が立ち往生しやすい場所において、早い段階で通行止めを行い、
集中的・効率的な除雪を行う区間があります

（予防的通行規制区間：四国内11区間 約110km）

4. さらに、大規模な立ち往生車両の発生を防止するために、高速道路と平行する国道について、
計画的に同時通行止め行う可能性があります

5. 大雪時は不要不急の外出をお控えいただき、やむを得ず車で移動する際は、冬用タイヤの装着
やチェーンの携行をしていただくとともに、最新の道路・気象情報のご確認をお願いします

車道除雪凍結防止剤散布



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
1台のスタックから、大規模な立ち往生へ

4



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
四国内の予防的通行規制区間・チェーン規制区間

5

11区間 約１１０km



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
大雪時の道路交通確保対策中間とりまとめ

6

○大雪時の道路交通確保に対する考え方の転換

人命を最優先に、幹線道路上で大規模な車両滞

留を徹底的に回避

○大雪時の道路交通確保に向けた取り組み強化

・関係機関と連携し躊躇無く通行止めを実施

・出控え等の要請と社会全体のコンセンサス

・高速道路と並行する国道等の同時通行止めと集

中除雪による物流等の途絶の回避

※大雪時の道路交通確保対策中間とりまとめ（令和3年3月31日改定）

大雪に対する道路交通への障害を減らすための具体的な方策など今後取り組むべき課題を検討することを目的として、

「冬季道路交通確保対策検討委員会」を設置し、提言としてとりまとめ

Shikoku Regional Development Bureau Road division

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001438.html



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
大雪時の道路交通確保対策(概要)

7
7



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

①

①12/23 4:30→12/24 9:00【大雪】E55徳島南部道 徳島沖洲IC～徳島津田IC 2.4km (28:30)
②12/23 5:40→12/24 14:40【大雪】E55高知東部道 高知IC～高知龍馬空港IC 15.0km (33:00)
③12/23 6:00→12/24 13:00【大雪】国道33号 久万高原町東明神～砥部町千足（三坂峠）13.1km (31:00)
④12/23  7:00→12/24 22:45【大雪】国道33号 仁淀川町森山～仁淀川町橘 4.7km (39:45)
⑤12/23  9:35→12/24 7:00【大雪】国道56号 土佐市鷹ノ巣～須崎市吾井郷 6.0km (21:25)
⑥12/23 11:45→12/24 17:00【大雪】国道56号 伊予市中山町～喜多郡内子町 27.2km (29:15)

令和４年１２月２２日からの大雪対応

②

③

④

➄

⑥

大雪

8
12/24 愛媛県は自衛隊に災害派遣要請（久万高原町の人命救助活動、除雪支援）

4路線6区間で通行止めが発生



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

①

令和５年１月２４日からの大雪対応

大雪

強風

①1/24 16:00→1/25 12:40【路面凍結】E56松山道 西予宇和IC～宇和島北IC 16.3km (20:40)
②1/24 18:00→1/25  7:10【強風】 E55徳島南部道 徳島沖洲IC～徳島津田IC 2.4km (13:10)
③1/24 18:25→1/25 13:25【大雪】 E56高知道 四万十IC～宿毛和田IC 20.7km (19:00)
④1/24 22:30→1/25  6:00【路面凍結】E56高知道 中土佐IC～四万十町中央IC 16.0km ( 7:30)

②

③

④

路面凍結

路面凍結

9

３路線４区間で通行止めが発生



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
令和4年クリスマス寒波
【概要】(各地方気象台気象情報抜粋)
四国地方では冬型の気圧配置が強まり、上空約1500メートルには、氷点下9度以下の非常に強い寒気が流れ込んだ。「関門ビーム」と呼ばれる、関門海峡から周防灘、伊予灘に流れ込んだ寒気の吹き
出しによる雲により、風下に当たる愛媛県中予、南予北部、高知県中部の山地で特に強い降雪となった。

愛媛県では、中予や南予の山地を中心に大雪となり、22日21時30分中予と南予北部に、23日5時50分南予北部に大雪警報が発表された。久万高原町久万では過去最大の76cmの積雪深を観測。ま
た、気象会社が1kmメッシュで推定した解析降雪量では、22日6時からの48時間で、露峰・日野浦・三坂付近で100cmを超える降雪量が確認された。

高知県では、普段雪の少ない高知中央の平地でも大雪となり、23日07時27分高知県中部、12時20分高知県西部に大雪警報が発表された。高知市では23日08時に観測史上第1位となる最深積雪14
センチを観測し、記録的な大雪となった。

徳島県では、北部を中心に大雪となり、23日は徳島市で最深積雪10センチを観測。12月の月最深積雪は1916年12月27日の16センチに次ぐ第2位の記録。

5
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30

10

直轄通行止(自専道)

直轄通行止(一般道)

実績積算解析降雪量分布図(気象会社提供) 48時間積算（12月22日6時～12月24日6時）

10
この地図は、国土地理院の地理院地図に加筆したものである。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和4年12月大雪 国道５６号 犬寄峠

○令和4年12月23日の松山道の通行止めに伴い、並行する国道５６号に交通が集中
〇午前11時頃に発生した大型車のスタックをきっかけに渋滞が発生する中、

激しい降雪によって自走出来ない車両が発生するとともに、車両滞留が発生
⇒滞留車両台数：令和4年12月23日14時30分時点 45台（犬寄ﾄﾝﾈﾙ起点付近を先頭（上り線））
⇒通行止め期間：令和4年12月23日11時45分～24日17時00分（1日5時間15分）

全面通行止め：令和4年12月23日11時45分～24日17時00分（1日5時間15分）

喜多郡内子町～伊予市大平 Ｌ＝27.2㎞

迂回路
国道378号・県道24号

滞留の状況
（国道56号 275.3k上り車線）
松山方面・犬寄TN起点側を望む

先頭・1台目

２台目

３台目

滞留車両発生箇所

令和４年度の代表的な滞留事例①

11

この地図は、国土地理院の地理院地図に加筆したものである。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
令和４年度の代表的な滞留事例②

令和4年12月大雪 国道56号（土佐市～須崎市）

【災対法区間指定】
（R4.12.23 12:30指定）
国道56号 L=6.0km

N

■滞留車両
○12/23 12:00時点
・立ち往生車両約20台
・滞留車両約100台

○12/23 17:00時点
・立ち往生車両 12台

○12/23 18:40時点
・解消

至 四万十市

至 高知市 土佐市

須崎市

○令和4年12月23日に発生した大型車両の事故をきっかけに、事故車両を移動させるまでの間に降雪が
継続したため、自走出来ない車両が発生するとともに、断続的に車両滞留が発生

○災害対策基本法を適用し、立ち往生車両の移動を実施。23日 18:40頃には全ての車両移動が完了した
が強度の高い降雪が継続したため、全面通行止めを継続

⇒滞留車両台数：令和4年12月23日12時00分時点 100台（マスコミ報道による）
⇒通行止め期間：令和4年12月23日9時35分～24日7時00分（22時間25分）

12

①

②

この地図は、国土地理院の地理院地図に加筆したものである。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

13

令和４年度の代表的な滞留事例②

令和4年12月大雪 国道56号（土佐市～須崎市）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

14

令和４年度の代表的な滞留事例②

令和4年12月大雪 国道56号（土佐市～須崎市）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

15

令和４年度の代表的な滞留事例②

令和4年12月大雪 国道56号（土佐市～須崎市）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Shikoku Regional Development Bureau Road division

大規模車両滞留発生時の乗員保護支援の実施

大規模な立往生が発生し、滞留車両の開放に長時間を要すると見込まれたため、車両の乗員保護支援
を実施（情報収集・提供、物資配布等）

12/23 15:00時点
配布物：パン・お茶・カイロ

16



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
道路利用者への呼びかけ（大雪の影響による通行止めの可能性を情報発信）

17

• ＮＥＸＣＯなどと連携した大雪の影響による通行止めの可能性を情報発信し、大雪時の行動変容（出控えなど）を促す

• また、各種広報媒体による道路利用者や物流事業者への冬用タイヤやチェーン装着の呼びかけに加え、

荷主に対して雪に関する道路情報を周知する取り組み（商工会議所へのチラシ配布・HPリンクなど）を継続実施予定

広域迂回路情報

気象予測情報
大雪時の行動変容

（降雪前の出控え呼びかけ）

通行止めプレス

冬期運転啓発チラシ



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

■テレビCM配信

１日２回 ３日間

■新聞広告

四国新聞、愛媛新聞、徳島新聞、高知新聞

■Web,SNS広告

■youtube広告

Google・Yahoo! ・SNS等へ広告掲載

インストリーム広告（動画再生前の15秒CM)を実施

エリア指定は、四国4県。2ヶ月間実施

その他の広報活動（CM放送、新聞広告、バナー広告）

18

15秒スポットCM
四国エリア全13放送局

エリア指定：四国
12月～2月の3ヶ月間

道路利用者への呼びかけ（大雪の影響による通行止めの可能性を情報発信）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
道路情報の提供（Webによるカメラ静止画像提供）

19

HP（ライブカメラ）を
クリック

○四国地方整備局HP（ライブカメラ）において、直轄国道のリアルタイム静止画（21箇所）を提供中

https://www.skr.mlit.go.jp/road/index2.html

約１０分毎に更新

静止画像
気温・路温・路面状態

雨量情報



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
SNSでの道路情報提供
（例）各事務所の広報活動について（12月24日）

徳島河川国道事務所 松山河川国道事務所香川河川国道事務所

中村河川国道事務所 土佐国道事務所大洲河川国道事務所

20



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

・大雪に伴い通行への支障が懸念される場合には、
状況に変化がなくても定期的に投稿を行い、現地状況の情報提供に努めます

２２：００時点 ２３：００時点 ０：００時点

21

四国地方整備局（事務所含む）の大雪に係るツイート件数推移
※リツイートは除く

1.4倍

2.3倍

SNSでの道路情報提供



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

2222

■今冬も安全確保に努めてまいりますので、皆様もご安全にお願いいたします

最新の道路情報をご活用ください



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism最新の道路情報をご活用ください

2323



冬季の高速道路の
ご利用にあたってのお願い

令和５年１２月６日

西日本高速道路株式会社 四国支社



1

１．ＮＥＸＣＯ西日本 四国支社の高速道路の概要



■四国支社の高速道路の概要

2

雪氷対策期間：１２月１日～翌年３月３１日

凡例
供用区間
整備中区間

２０２３年７月時点



3

2．大雪時の冬期道路交通確保の基本方針について



■大雪時の道路交通確保に対する考え方の転換

4

「人命を最優先に大規模な車

両滞留を徹底的に回避する」

を基本的な考え方として対応

出展：国土交通省/冬期道路交通確保対策検討委員会



■冬期道路交通確保の基本方針

5

冬期道路交通確保の基本方針

▶人命を最優先に、幹線道路上で大規模な車両滞留を徹
底的に回避する

冬期道路交通確保の基本方針

▶人命を最優先に、幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避する

大雪時のタイムライン（段階的な行動計画）に基づくオペレーション

▶大雪が予想される際には、大雪時のタイムライン（段階的な行動計画）に基づき、
各種取り組みを実施



6

３．四国支社管内における高速道路の
大雪通行止め事例について



7

●四国支社管内で通行止めを伴う強い寒波が流入12月22日～24に(クリスマス寒波)
●松山道の伊予IC～大洲IC、大洲北只IC～西予宇和ICで予防的通行止めを実施。
●普段、降雪頻度の低い高知道の伊野IC以西でも積雪30-40cm級の大雪となった事例

■四国における大雪通行止め事例（R４年度）

四国管内の通行止め区間および総時間（R4.12～R5.3）
気象状況

（）は通行止め回数



8

４．高速道路の雪氷対策の取組みについて



■高速道路における雪氷対策作業（凍結防止剤散布）

9

路面凍結防止のために凍結防止剤を散布



外側線は、見える状態を確保

非常駐車帯を確保 非常電話への進入路を確保
（非常駐車帯から非常電話まで
人が歩行出来る状態を確保）

突起型路面標示部の除雪
（黄色外側線が概ね見える状態を確保）

①

② ③ ④

除雪作業（機械・人力）

■高速道路における雪氷対策作業（除雪作業）

10

通行止め解除に必要な対応例

安全に高速道路を利用して頂くために除雪作業を実施して通行止め解除



11

５．高速道路の冬季情報提供について



大雪に関する緊急発表が発表されている場合において、高速道路上でも大雪が予測されて

いる場合は、概ね２日前から早期通行止め可能性情報を発信します。

➢２日前からMAPが出れば要注意！

事例サンプル（令和5年2月9日発表） NEXCO西日本WEBサイト（通行止め予測マップ）

■事前の通行止め予測広報

12

MAPイメージ



≪公式≫

iHighway 交通情報（関西）＠iHighwayKansai

➢URL： https://twitter.com/iHighwayKansai

iHighway 交通情報（中国）＠iHighwayChugoku

➢URL： https://twitter.com/iHighwayChugoku

iHighway 交通情報（四国）＠iHighwayShikoku

➢URL： https://twitter.com/iHighwayShikoku

iHighway 交通情報（九州）＠iHighwayKyushu

➢URL： https://twitter.com/iHighwayKyushu

関西

中国

四国

九州

■情報板による注意喚起・ノーマルタイヤ車両流入抑制
・お客さまへの注意喚起

■通行止め予測連名広報の実施
・大雪が見込まれる場合、
四国地整、高松気象台と合同で出控え広報を実施

広域情報板での出控え広報 本州側での情報提供（第二神明名谷J）

連名広報の実施

■Twitter（現Ｘ）による画像付きtweetでの道路状況・作業状況発信
・お客さまへの理解を深めるための状況発信

平常時のノーマルタイヤに対する注意喚起広報 大雪時のノーマルタイヤ流入抑制

13

■冬季情報提供の各種取組み



■ＴＶＣＭでの出控え広報

14

■冬季情報提供の各種取組み

■アイハイウェイ（iHighway）での道路情報提供

緊急テロップによる情報発信

X（旧Twitter）との連動

現地カメラの道路交通状況等の提供

■高速道路影響情報サイトでの情報提供
・各高速道路会社の情報を一括発信
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６．運輸事業者さまへのお願い事項について



16

立ち往生が発生しやすい車両の特徴

•以下の特徴をもつ車両は、積雪路等において特に立ち往生が発生しやすい傾向にあるので注
意が必要です。
•冬用タイヤは全輪に装着するとともに、積雪時は駆動輪へのタイヤチェーン装着をお願いします

一軸駆動車

二軸駆動車に比べて駆動軸が空転しやすい。

空荷状態

駆動軸に十分な荷重がかからず、発進性能が低下

連結車

トレーラー付近の積雪により走行抵抗が増大

年式の古い車両

トラクションコントロール※等の機能が搭載されていない

※発進時等に駆動軸の回転を制御し空転を低減する装置

■車両滞留の発生の防止



17

✓ 冬の高速道路の状況は、走行する時間帯や場所など、様々な要素によって
変化します。スタッドレスタイヤを装着し、さらにタイヤチェーンも用意してください

✓ 高速道路会社では、大雪が予想される２～３日前から、通行止め可能性な
どの情報をWEBサイトやSNSなどを通じて情報発信しています

✓ 大雪予測時には、お客さま自信の命を守るため、不要不急のお出かけをお控
えいただくとともに、荷主企業や物流事業者の皆さまにおかれましては、高速道
路情報を参考にしていただき、運行計画の見直しや広域迂回の検討をお願
い申し上げます

■運輸事業者さまへのお願い事項



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

4．運輸事業における降雪・積雪時の安全確保に
向けた取組（車輪脱落事故防止関係）

四国運輸局 自動車技術安全部

整備・保安課

令和５年12月６日



大型車の車輪脱落事故発生状況と傾向分析について

1

自動車事故報告規則（昭和26年運輸省令第104号）及び大型自動車メーカーから
の報告を基に集計した、平成１６年から令和４年までに発生した車輪脱落事故報告
件数を示す。
令和４年度の車輪脱落事故件数は140件となり前年度の123件より17件増加し、軽
傷を伴う事故が1件発生した。
なお、車輪脱落事故のほとんどが大型トラック車両による事故であり、大型バス車
両による事故は140件中2件であった。

令和４年度発生した車輪脱落事故車両140台のうち136台に対して、各部品の劣
化・損傷状態や、タイヤ脱着作業の実施状況を確認する事故車両調査を実施した。
事故車両調査は、車輪脱落事故を起こした大型車が、損傷箇所の修理のために
入庫した大型自動車メーカー系整備工場で実施し、一部の調査には本省や地方運
輸局職員も同席した。
事故車両調査の結果、タイヤ脱着作業時に適切な点検・清掃、潤滑剤の塗布や劣
化した部品の交換がされていない車両や、タイヤ脱着作業後の増し締めが実施さ
れていない車両が散見された。

令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況

大型車の車輪脱落事故車両調査



令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況①

年度別の大型車の車輪脱落事故の発生件数
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※１ 車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホイール・ナットの脱落により車輪が自動
車から脱落した事故
※２ 大型車の内、乗車定員30人以上の自動車の件数（H27年度：3件、H28年度：1件、H29年度：1件、H30年度：3件、H31/R1年度：1件、R2年度：0件、R3年度：2件、
R4年度：2件）
出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

大型車の車輪脱落事故の発生件数は、ここ数年増加傾向にあり、令和４年度の
車輪脱落事故発生件数は140件であり、令和３年度の123件より17件増加した。
車輪脱落事故に伴う人身事故は１件で、近年最多であった令和３年度からは４件
減少した。
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令和4年12月～令和5年2月に
約56%発生と冬季に集中

令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況②

3※車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホイール・ナットの脱落により車輪が
自動車から脱落した事故

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況③

事故車両の総走行距離別発生件数（令和４年度）

事故発生場所別、使用の本拠の位置別発生件数（令和４年度）

4※車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホイール・ナットの脱落により車輪が
自動車から脱落した事故

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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中国 四国北海道 東北 中部北信 関東 近畿 九州

＊令和５年３月３１日現在の大型車（車両総重量８トン以上または乗車定員３０人以上）使用の本拠の位置より

令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況④

使用の本拠の位置別発生割合（平成３０～令和４の冬季）
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令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況⑤

※車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホイール・ナットの脱落により車輪が
自動車から脱落した事故

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

車歴別の車輪脱落事故の発生件数（平成30年度～令和４年度）
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定期点検整備

23件, 16%

臨時整備 4件, 3%

タイヤ交換

89件, 64%

タイヤ

ローテーション

16件, 11%

不明 8件, 6%

令和４年度
140件

左前輪

1件, 1%

右前輪

3件, 2%

左後輪

132件, 94%

右後輪

4件, 3%

令和４年度
140件

大型車の使用者

73件, 52%

タイヤ専業店

35件, 25%

自動車整備事業者

25件, 18%

不明 7件, 5%

令和４年度
140件

令和４年度 大型車の車輪脱落事故発生状況⑥

大型車ユーザーによるタイヤ脱着作業後の脱落が約52%

タイヤ脱着作業実施者別発生件数

冬用タイヤ等への交換後による脱落が約64%

タイヤ脱着作業内容別発生件数

7
※車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の

自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損
又はホイール・ナットの脱落により車輪が 自動車から脱落した事故

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

左後輪からの脱落が約94%

車輪脱落箇所別発生件数



事故発生年月日 令和４年５月 事故発生場所 高速道路

事故概要
高速道路を走行中、左後後軸タイヤ２本が脱落、ブレーキキャリパが地面に接地し
走行不能となった。
ホイール・ボルトのねじ山は摩耗していた。タイヤ1本は回収出来たがホイール・ボルト
穴が摩耗により軸方向に広がっていた。

事故車両概要

使用の本拠の位置 九州地方
初度登録年月 令和２年１月
タイヤ脱着作業内容 冬用タイヤへの交換
タイヤ脱着作業者 自社
増し締めの実施状況 未実施

車輪脱落までの期間・距離 1ヶ月25日間
（タイヤ脱着後、約600km走行後）

調査結果
○ホイール・ナットが全数脱落して、ホイール・ボルトにはホイールと接触したと思われる
損傷が発生しており、発見されたホイールのボルト穴も摩耗していた。
○ハブ側及びホイール側締結面に水、泥浸入と思われる汚れや摩耗痕が見られ、ハ
ブ側に、若干錆が見られた。
（ホイール・ナットは回収できず未確認）

推定要因 ○タイヤ脱着作業後の増し締めが実施されていなかったため、初期なじみによりホイー
ル・ナットに緩みが発生し、タイヤの脱落に至ったものと推定される。

事故車両調査事例①
大型車の車輪脱落事故車両調査について

8



事故発生年月日 令和４年12月 事故発生場所 一般道

事故概要 交差点を走行中、左後前輪の外側タイヤが脱落、それに気が付き停車し確認したと
ころ、内側タイヤも外れかけていた。

事故車両概要

使用の本拠の位置 東北地方
初度登録年月 平成25年11月
タイヤ脱着作業内容 冬用タイヤへの交換
タイヤ脱着作業者 自社
増し締めの実施状況 未実施

車輪脱落までの期間・距離 12日間
（タイヤ脱着後、1,500km走行後）

調査結果
○回収品されたホイールボルト調査の結果、ホイールボルトねじ部はホイールとの干渉
により潰れており、錆や汚れが認められました。また、油脂の付着は確認できませんで
した。
○ホイール・ナットとワッシャに著しいガタが発生していた。

推定要因
○タイヤ脱着作業時のオイル塗布不良による軸力不足や、ホイールナット締付け力
不足が原因と推定される。
○タイヤ脱着作業後の増し締めが実施されていなかったため、初期なじみによりホイー
ル・ナットに緩みが発生し、タイヤの脱落に至ったものと推定される。

事故車両調査事例②
大型車の車輪脱落事故車両調査について

9



事故発生年月日 令和４年12月 事故発生場所 高速道路
事故概要 高速道路を走行中、左側後後軸のタイヤ2本が脱落した。

事故車両概要

使用の本拠の位置 東北地方
初度登録年月 平成26年3月
タイヤ脱着作業内容 冬用タイヤへの交換
タイヤ脱着作業者 タイヤ専業店
増し締めの実施状況 未実施

車輪脱落までの期間・距離 17日間
（タイヤ脱着後、1,500km走行後）

調査結果
○脱輪部のホイールボルトは折損しておらず、ねじ部に錆が認められ、油分は認めら
れなかった。
○非脱輪部のホイールボルト、ホイールナットねじ部およびワッシャ摺動部に油分は認
められなかった。

推定要因
○ホイール・ボルトやナットの点検・清掃、潤滑剤の塗布が適切に行われておらず、適
切にホイール・ナットが締め付けられていなかったものと推定される。
○タイヤ脱着作業後の増し締めが実施されていなかったため、初期なじみによりホイー
ル・ナットに緩みが発生し、タイヤの脱落に至ったものと推定される。

事故車両調査事例③
大型車の車輪脱落事故車両調査について

10



• 令和4年度の事故調査により確認された不具合状況（写真）

11

大型車の車輪脱落事故車両調査について

ナット表面 ナット裏面

ディスクホイール

ホイール・ボルト、ハブ

11



大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会「中間取りまとめ」のポイント

中間とりまとめについて

○ 令和4年12月に調査・分析検討会における事故防止対策のあり方について「中間取りまとめ」を公表。
○ 今後、関係団体と協力して 「中間取りまとめ」において提言された車輪脱落事故防止対策を推進。

○車輪脱落事故車両調査、タイヤ脱着作業等の実態調査・分析結果
・劣化したナットの使用や、ナットの点検・清掃、潤滑剤の塗布等が適切に行
われていなかった。
・規定トルクでナットの締め付けを行っておらず、増し締めも行っていなかった。
・日常点検において、ナットの緩みの有無を確認していなかった。
・整備管理者による指導・管理が不十分であった。

○ 実証実験により明らかになった事項
・ボルト、ナットは適切に潤滑剤の塗布を行わない場合、締め付けを繰り返す
たびに、締め付け力（軸力）が徐々に低下する。（右図）
・最大積載の大型貨物自動車の左右の駆動輪を、メーカーの規定トルクよりも
低いトルクで締め付け、悪路条件等を模擬したテストコースをサイクル走行さ
せた結果、軸力が一定の水準より小さい場合に、走行に伴い急速に軸力が
低下し、０になることが確認された。

ナットの繰り返し締め付け実験結果

大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会において提言された事故防止対策

○速やかに実施すべき対策
・劣化部品の適切な交換を促す緊急点検の実施
・適切な作業手順・保守管理手順を確認するための動画公開
・車輪脱落事故防止キャンペーンの継続的実施 等

○中・長期的に実施すべき抜本対策
・車輪脱落事故惹起事業者等の整備管理者に対する特別
研修の新設
・一定期間に複数回の車輪脱落事故を惹起した事業者等
の整備管理者に対する、 解任命令の発令
・人為的な作業ミスを防ぐための車両ハード対策 等

限界軸力確認実験の結果

ボルト１本の
軸力が ０ と
なった

（回）

12



令和4年度の大型車の車輪脱落防止対策

ホイール・ナットの緊急点検を実施

〇関係団体、各運輸局等と連携して、「大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン」を実施する等、大型車の
車輪脱落防止対策を強力に推進。

「大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン（令和４年10月１日～令和５年２月28日）」の取組事例

・大型車ユーザーにDMを発送し、適切な作業や保守
管理について周知・啓発を図るとともに、車齢４年を
超える大型車を対象に、大型車ユーザー、タイヤ専
業店、大型車ディーラー、整備事業者においてナット
の劣化状態を点検。
・ナットの劣化が確認された場合は、交換に必要となる
新品ナットを、大型車メーカーより無償提供。

劣化したナットの点検・交換

街頭検査においてホイール・ナットの緩みを確認

【近畿運輸局による取組】
実施日：令和5年1月12日(木)
実施場所：大阪トラックステーション（大阪府寝屋川市）
実施結果：街頭検査を実施した大型車13台中６台で、ホ

イール・ナットの緩みが確認された。そのうち
５台は、左側車輪のホイール・ナットが緩んで
いた。
また、大型車７台でタイヤ脱着作業後の増し
締めが実施されていなかった。

トルク・レンチによりナットの緩みを確認

13



ナット配布による冬用タイヤ早期交換の推進

劣化ナット→新品ナット
を提供

○大型車の車輪脱落事故件数は令和４年度に過去最大となるなど増加傾向
○ 「大型車の車輪脱落事故防止に係る調査・検討会」における調査結果を踏まえ、令和５年度においては、これまでの車輪脱落事故

防止対策に加え、従前より実施している点検の奨励、適切な整備内容の周知・啓発等の対策の深化を図るとともに、更なる対策
として、自動車運送事業者及び整備管理者に対する行政処分を導入する予定（R5.10.1 改正通達施行予定）

※「大型車の車輪脱落事故に係る調査・分析検討会」中間取りまとめ（R4.12）の提言事項

○車輪脱落事故車両調査や実証実験に基づく事故の推定要因等の調査・分析も継続して実施。

行政処分の導入

車輪脱落事故を惹起した自動車運送事業者に対する車両の
使用停止
○初違反 ２０日車、再違反 ４０日車
※「不正改造」による処分と同じ量定

一定期間に複数回の車輪脱落事故を惹起した自動車運送事
業者等に選任されている整備管理者に対する解任命令
○上記、再違反の処分となる場合

より効果的なポスターによる周知啓発

「タイヤの点検整備」の一層の促進につなげるデザイ
ンとしたポスターでの周知・啓発の実施 等

タイヤ交換需要が集中し、点検整備ミスが起きることを防ぐ
ため、車輪脱落事故が多発している雪国（北海道・東北・北陸
信越）において、降雪期前の早期にタイヤ交換をした際に、劣
化したナットがある場合は自工会から新品のナットを無償提
供

令和５年度ポスター（案）
令和４年度の取組み
（動画での周知啓発）

中間とりまとめを受けた大型車の車輪脱落事故防止対策について

14



大型車の車輪脱落事故防止対策について

項目 対応状況（R5.9.21時点）

短期的
対策

適切なタイヤ脱着作業や増し締め等の保守管理に関
する周知・啓発

措置済（R4.10緊急点検を実施）

動画を活用した作業手順の啓発 措置済（R4.9適切な作業手順を解説した啓発動画の作成）

車輪脱落事故防止キャンペーンの継続的実施 継続実施中（今年度はR5.10から実施予定）

適切なタイヤ脱着作業や保守管理のための講習会の
開催

措置済（R4.9からトラック協会等と連携して実施中）

車輪脱落事故防止対策の指導 措置済（R4.12から整備管理者研修でボルト実物の活用を開始）

整備管理者管理権限の明確化 措置済（R4.5整備管理規程の様式に明記）

中長期的
対策

タイヤ脱着作業者における適切な作業を徹底するため
の施策

車輪脱落事故防止キャンペーンを継続しつつ、今年度は新規ポ
スターの作成と、ナット配布による冬用タイヤ早期交換の推進を
行う

タイヤ脱着作業者による人為的な作業ミスを防ぐため
のハード対策

日本自動車工業会/大型4社で協調し取り組んだ基礎研究の結果、
予兆検知システム見込みが期待できる手法であることが確認でき
た。2023年度からは、各社での技術開発に移行。

劣化したホイール・ナットを排除するための施策 車輪脱落事故防止キャンペーンを継続しつつ、更なる施策につい
ては継続検討

整備管理者に対する指導強化 一定期間に複数回の車輪脱落事故を惹起した整備管理者に対す
る解任命令の導入（R5.10施行予定）
車輪脱落事故惹起事業者等の整備管理者に対する、実習も含め
た整備管理者特別研修の新設

「大型車の車輪脱落事故に係る調査・分析検討会」中間取りまとめ（R4.12）における車輪脱落事故防止対策の進捗状況
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令和３年２月 19 日 
自 動 車 局 
審査・リコール課 

     

『雪道での立ち往生に注意！』（パンフレット）の作成について 
 

―大型車の冬用タイヤとチェーンの注意事項に関するパンフレットを作成しました― 
 

 

〇パンフレットに記載している注意事項の例 

 路面を覆うほどの過酷な積雪路・凍結路においては、スタッ

ドレス表記(国内表記)又はスノーフレークマーク(国際表記)

が表示されている冬用タイヤを全車輪に装着してください。 

 降雪時には、立ち往生する前に早めのチェーン装着を心掛

けましょう。立ち往生した後の装着は極めて困難です。 

 冬用タイヤ及びチェーンのいずれも性能限界があり、万能で

はありません。運行前に道路・気象情報を確認し、運行の可

否や経路を検討してください。 

 

〇添付資料 

・別紙１：「雪道での立ち往生に注意！-大型車の冬用タイヤとチェーンについて-」 

(パンフレット) 

・別紙２：勉強会構成団体 

 
 

・昨年末以降の大雪により、関越道、北陸道等において多くの大型車両が立ち往

生したことで、深刻な交通渋滞や通行止めが発生しました。 

 

・このような事案を受け、国土交通省では、本年１月に自動車関係団体、国交省及

び警察庁から構成される勉強会を設置し、立ち往生の原因や防止策について技

術的に分析・検討を進めてきました。 

 

・今般、勉強会で得られた知見を基に、大型車を使用する事業者及びユーザーを

対象に、冬用タイヤ及びチェーンの注意事項をまとめたパンフレットを作成しまし

たので、お知らせします。 

【お問い合わせ先】  

審査・リコール課 笠井、高橋 

代表：03-5253-8111 （内線：42352、42363） 

直通：03-5253-8596、FAX：03-5253-1640 
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道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止め
を引き起こします。

積雪・凍結路では、必ず適切な冬用タイヤを装着するととも
に、チェーンの携行・早めの装着を心掛けてください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、
講じた措置が不十分と判断されれば処分の対象となります。

20



冬用タイヤの選び方

冬用タイヤの使用限度

残り溝深さが「プラットホーム」に達している
状態。冬用タイヤとして使用できません。

プラットホーム

オールシーズンタイヤは、ちらつく程度の降雪で路面と一部
接触可能な積雪状況を想定したタイヤです。

路面を覆うほどの過酷な積雪路・凍結路においては、スタッ
ドレス表記(国内表記)又はスノーフレークマーク(国際表記)
が表示されている冬用タイヤを全車輪に装着してください。

溝深さが50%以上残っていることを「プラットホーム」で
確認しましょう。（一部海外メーカー品は除く）

スタッドレス表記の例 スノーフレークマーク
タイヤの側面に表示
されています。

21



チェーンの効果

チェーンの携行・装着

チェーンを駆動輪に装着すると、冬用タイヤより積雪・凍結
路での発進・登坂性能が向上します。

チェーンのサイズや締め方が不適切な場合、タイヤとの間で
滑りが生じ効果が得られません。

大雪警報が発表されるなど相当量の積雪が見込まれる場合等
にはチェーンを携行してください。

降雪時には、立ち往生する前に早めのチェーン装着を心掛け
ましょう。立ち往生した後の装着は極めて困難です。

大型車用金属チェーン

性能限界

冬用タイヤ及びチェーンのいずれも性能限界があり、万能で
はありません。例えば、車両のバンパーに接触するような新
雪の深い積雪路では走行困難です。

運行前に道路・気象情報を確認し、運行の可否や経路を検討
してください。
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立ち往生が発生しやすい車両

二軸駆動車に比べて駆動軸が
空転しやすい。

トレーラー付近の積雪により
走行抵抗が増大。

駆動軸に十分な荷重がかから
ず、発進性能が低下。

トラクションコントロール※

等の機能が搭載されていない。

空

「自動車を安全に使うためには」→

自動車を安全に使うための注意点を発信
しています。

以下の特徴を持つ車両は、積雪路等において特に立ち往生が
発生しやすい傾向にあるので注意が必要です。

←駆動軸

後前一軸駆動車

後一軸駆動車

←駆動軸 ←駆動軸

←駆動軸

※発進時等に駆動輪の回転を制御し空転を低減する装置
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

4．運輸事業における降雪・積雪時の安全確保に
向けた取組（運行管理関係）

四国運輸局 総務部

安全防災・危機管理課

令和５年12月６日



四国運輸局降雪・積雪期における運行管理について

降雪・積雪期における運送事業関係者のみなさまへ

①大雪の５～３日前におけるホームページ等の情報

○早期注意情報発表＜警報級の大雪の可能性＞（気象台）

○道路状況に関する注意喚起（整備局・高速道路会社）

☆必要な装備について、ドライバーへの指示と確認

○冬用タイヤの装着、空気圧・溝のチェック

○タイヤチェーン、脱出マット、スコップ、手袋、長靴の携行



四国運輸局降雪・積雪期における運行管理について

②大雪の３～２日前のホームページ等の情報

○大雪に関する気象情報（気象台）

○道路の通行止め・各種規制の可能性（整備局・高速道路会社）

○公共交通の乱れの可能性（各種運行（航）事業者）

☆降雪地等を迂回する運行指示

○雪の多い地域や路面凍結の可能性があるルートの通行を避ける



四国運輸局降雪・積雪期における運行管理について

③大雪の２日前～のホームページ等の情報
○大雪に対する緊急発表（合同記者会見）

・大雪等にかかる気象の見通し、警戒事項（気象台）

・道路の通行止め予測、通行規制実施状況（整備局・高速道路会社）

・不要不急の外出を控えることについての協力要請（運輸局）

☆ドライバーの安全を確保する運行指示

○集中的な大雪時は運行を控える

○雪の多い地域・ルートを避けて運行する



四国運輸局

〇大雪などの異常気象による突発的な事象により、やむを得ないと認められる場合
には、運送経路の変更等を認めていただくことに、ご理解とご協力をお願いします。

〇大雪などの異常気象により、運送に支障を来すことが予め予想される場合には、ト
ラック事業者への不要不急の運送依頼を控えていただくことに、ご理解とご協力をお
願いします。

荷主関係団体のみなさまへ



四国運輸局降雪・積雪期における運行管理について

ご静聴いただき
ありがとうございました



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

運輸防災マネジメントセミナー
令和５年度運輸安全マネジメント強化キャンペーン（下期）

国土交通省 大臣官房 運輸安全監理官室

【地方開催】運輸防災マネジメントセミナー用資料



自然災害（雪害）の状況と被害

自然災害（雪害）から得られる課題と対応ポイント

運輸防災マネジメントのポイント（取組事例を含む）

（１）経営トップの責務

（２）防災の基本方針

（３）リスク評価

（４）事前の「備え」

まとめ

2

１

2

C O N T E N T S

4

3



3

■平成30年2月の大雪に伴う滞留（福井等）
・福井市では、「昭和56年豪雪」以来の記録的な大雪とな
り、福井・石川県境付近では大規模な車両滞留も発生

＜被害状況＞（福井・石川県境）
最大滞留車両：約1,500台
車両滞留期間：2日と17時間

【国道8号（福井県）車両滞留の状況】

【関越自動車道（新潟県、群馬県等）
車両滞留の状況】

■令和2年12月の大雪に伴う滞留
関越自動車道（月夜野IC～小出IC間）

・大型車のスタックを契機に、長時間滞留が発生
・自衛隊や警察等の協力による物資配布、車両救出を実施。
＜被害状況＞（新潟県、群馬県等）
最大滞留車両：約2,100台
車両滞留期間：【新潟市方面】 約1日と9時間

【東京方面】 約2日と4時間

■令和3年1月の大雪に伴う滞留 北陸自動車道（福井IC～金津IC間）滞留約1,600台
国道8号（福井）渋滞長最大15km

■令和4年1月の大雪に伴う滞留 首都高速（東京都）車両滞留14時間 等
■令和5年1月の大雪に伴う滞留 鉄道車両の駅間停車 等

当該地域の生活や経済活動に多大な影響が発生！当該地域の生活や経済活動に多大な影響が発生！

自然災害（雪害）の現状と被害1



自然災害（雪害）から得られる課題と対応ポイント

4

１．自然災害（雪害）から得られる課題
近年、大規模な車両滞留が多数発生し、
安全・安定輸送に関わる課題が顕在化。
① 的確な気象情報・道路情報の把握
② 上記①を踏まえた、運行（航）計画（中止又は広域迂回）の策定
③ 雪に対する事前の備えの必要性

２．雪害への対応ポイント
① 降雪・積雪の予測はある程度可能。最新の気象予報・警報、道路交通情報を
もとに、積雪や視界不良による運行中の立ち往生等を防止するための
迅速な判断と対応が極めて重要。

② 雪崩、融雪による河川の増水に伴う二次災害にも十分な注意が必要。
③ 旅客・貨物輸送の一時運休・停止について、旅客・荷主等に前広に周知、
県・関係機関との連絡を密にして対応体制を構築、除雪後の輸送再開に備える
ことが重要。

④ トラック等の場合、突発的な大雪に備え、適切な冬用タイヤやチェーン、
車内への食料・飲料などの備えも大切。

2



5

運輸防災マネジメントのポイント 一覧3

（１）経営トップの責務

（２）防災の基本方針

（３）リスク評価

（４）事前の「備え」

（５）代替性の確保

（６）平時と非常時の体制

（７）自然災害の態様に応じた対応

（８）楽観主義の排除（思い込み（バイアス）の排除）

（９）関係者との連携

（10）利用者への情報発信

（11）教育と訓練

（12）見直し・改善（他事例の学び）

4点に絞って説明
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１．トップダウン

① 経営トップの責務は、事故対応と同様に重要。特に自然災害による被災の

直前から直後の対応は、危機管理そのもの。トップダウンで対応する体制が必要。

② 災害発生時、経営トップはいち早く災害対策本部に参集し、自ら対策を指示。

２．経営判断

① 事前の備えや事業継続のため経営資源（予算と要員等）の配分、優先的に再

開する事業の事前策定等も求められるため、経営上重要な判断が必要。

② 例えば、鉄道の計画運休などのように一旦中止する経営判断が

必要となるケースもあることから、経営トップの対応が必要。

３．事業者全体での対応

「防災」も「安全」と同様、平時からマネジメント部門が経営課題として認識し

て、事業者全体が対応策を考え、実践することが重要。

運輸防災マネジメントのポイント3

① 防災の基本方針は、経営トップが決裁。

内容は、① 人命最優先（避難・救助・救護の原則） ➡ ② 事業継続

② すべての社員・職員にとって重要。

(1) 経営トップの責務

(2) 安全方針と防災の基本方針・



運輸防災マネジメントのポイント3

☛ リスクを正しく評価することが防災の第一歩

遭遇する懸念のある自然災害の種別と程度を把握、リスク評価を

行った上で、事前の備えから事後の対応までの対策を実施。

①自然災害の種別・
程度を把握

②被害の規模・
程度を見積もる

③事前の備えから事後
の対応まで対策を検討

④対策を実行

☛ 雪害に関しては、積雪・降雪予報、過去の積雪状況等により
ハザードを把握する必要有
☛ 雪害に関しては、積雪・降雪予報、過去の積雪状況等により
ハザードを把握する必要有

リスク評価の流れ

【雪害ハザードの具体的な把握方法】
気象庁 今後の雪（降雪短時間予想）1時間毎に推定した現在の
積雪の深さと降雪量の分布、及び6時間先までの予測
気象庁 過去の気象データ検索
重ねるハザードマップ（雪崩危険箇所、予防的通行規制区間）
道路・線路等サイト設置カメラからの情報 等

7

(3) リスク評価



運輸防災マネジメントのポイント

8

事故防止と同じく、平素からの取組がポイント。平時からの「備え」が不可欠。

3

①計画的装備
リスク評価による最大被害をもとに、事前準備のレベルと内容を

検討。防災品、燃料、食料の備蓄、避難施設の準備、

宿泊場所の確保、非常電源の配備等を計画的に実施。

②緊急連絡網
緊急連絡網の携帯電話等の電話番号リストは常時最新のものを入力。

複数の通信・連絡手段の確保。

③防災マニュアル
マニュアル整備は、社員・職員の役割確認、防災意識向上の意味で
有意義。「詳細化」ではなく、行動規範のような内容の方が実用的

防災を経営に必要な事業活動として一体化して考える。事業者全体

で自ら策定する過程を大切に。
④事業継続計画

「平時の準備」「直前の準備」「直後の応急」「復旧(事業継続)」
に分けて、自然災害対応のタイムラインを設定、
局面毎のリスク評価実施。

⑤タイムライン

留意すべき点

（4）事前の「備え」



②スタックした場合の脱
出のための備え
➡ スコップ、長靴、防寒
着、毛布、脱出マット、
懐中電灯等

③万が一の滞留のための
備え
➡ ②に加え、非常食、飲
料水、携帯トイレ、本社
との通信手段、ラジオ
等

①雪道への備え

➡ 冬用タイヤへの交換
➡ チェーン（チェーン規
制のため）の携行

➡ 冬用ワイパーへの交換
➡ こまめな給油
➡ 十分な車間距離の確保
➡ 時間にゆとりのある運
行計画

運輸防災マネジメントのポイント

9

3

留意すべき点 ➡ 雪の場合の計画的装備

事前の備えの内容については、マネジメントレビュー
や内部監査などにより、見直し・改善
事前の備えの内容については、マネジメントレビュー
や内部監査などにより、見直し・改善

（4）事前の「備え」
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適正な冬用タイヤの準備参考

令和 3年 1月 26 日より、バス・トラック運送事業者は、雪道において
適正な冬用タイヤを使用していることを確認することが義務付けられました。

１．整備管理者は、雪道を走行する自動車のタイヤについて、溝の深さがタイヤ製作
者の推奨する使用限度※よりもすり減っていないことを確認しなければなりません。

２．運行管理者は、雪道を走行する自動車について、点呼の際に上記事項が確認され
ていることを確認しなければなりません。

※国内メーカー等の冬用タイヤでは、使用限度の目安として、溝の深さが新品時の
50％まですり減った際にプラットホームが溝部分の表面に現れます。

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000264.html
出典：国土交通省自動車局
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出典：運輸防災マネジメント指針の解説

タイムライン（防災行動計画）とは、災害の発生を前提に、大規模水災害、雪害等

の発生予測時刻から逆算して、防災関係機関が連携して災害時に発生する状況を予め

想定し共有した上で、「いつ」、「誰が」、「どのように」、「何をするか」に着目

して、防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画。

留意すべき点

① 台風・大雪等は、気象予報等から発生がある程度予測可能。

② 例えば、積雪予報に応じて、リスクの高い路線の一時運休、速度制限を行い

積雪量予報を踏まえ、計画運休又は、広域迂回経路による運行を実施等。

③ タイムラインの目安として大雪特別警報、大雪警報・注意報等の発表

に関する情報が活用可能。（例 早期注意情報、気象台からの発表など）

④ 一時運休、全面運休、計画運休は、地域の人流（旅客）・物流（荷主等）に

大きな影響を与えることから、国、地方公共団体、関係者との情報共有と連携、

利用者・荷主等への適時適切な情報提供が重要。

運輸防災マネジメントのポイント3
（4）事前の「備え」・タイムライン
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荷主等と連携したトラック事業者の防災について

気象予報等からある程度予測可能な大雪・台風等については、国から示された「異
常気象時における措置の目安」を基に、着荷主・発荷主等と連携を図りつつ、安全が
確保されるまでの間、運行を一時中断（計画運休）する等、予め協議・協定締結を行
うことをご検討ください。
なお、安全な輸送を行うことができないと判断したにもかかわらず、荷主等に輸送

を強要された場合、国土交通省にその旨を通報する手段が設けられています。

出典：国土交通省自動車局

参考



 取組◇

自動車モード（バス）＜新潟交通株式会社＞

取組事例 積雪時の安全な運行を維持するための取組（1/2）参考

①豪雪時の対応体制の構築
豪雪時の対応マニュアルを策定し、対応体制を以下のとおり構築

◆対策本部の設置基準：新潟地方気象台16時時点で発表する降雪予報（17時から翌
9時までの予想降雪量）において下越海岸部で最大20cmを超えた場合
◆対策本部の体制：
対策本部長：乗合バス部長（統括）、対策副本部長：運営センター販売課長（本部長
代理）、運営センター運行課長（運行判断・指示、除雪対応）

◆早朝の巡回体制の構築：
上記の対策本部設置基準が満たされる場合、以下の表に基づき巡回を実施し、路線

毎に運行・運休・迂回運行を判断。始発5:30までに利用者へTwitter、HP等で情報提
供→R2年度2班体制での運用状況を踏まえ、R3年度からは3班体制へ見直し・改善

出勤時間 担 当（2班体制➡3班体制） 役 割

一次
出勤者

4:00 責任者 運休・迂回運行の決定

コントローラー(責任者補助) 路線状況の集約・営業所への指示

巡回後
5:30

各路線毎の担当者 社用車で担当路線巡回、
運行可否判断後、本社出勤
運休・迂回の場合、停留所掲示作業

二次
出勤者

6:30 ・新潟駅周辺 ・新潟駅前の旅客案内・除雪

・バスセンター ・旅客案内 13



 取組 （続き）◇

 取組の効果◇
① 豪雪時の路線の優先順位を踏まえた、安全な運行の維持
② 利用者への適時・適切な運行情報の提供

自動車モード（バス）＜新潟交通株式会社＞

取組事例 積雪時の安全な運行を維持するための取組（2/2）参考

④豪雪時に優先される路線の明確化と利用者への情報提供

降雪期には道路管理者との連携により非常時運行体制を実施。豪雪時には、自治体の
除雪能力の限界を踏まえ、道幅が狭くなることから安全な運行ルートを確保するため
近接の幹線道路に迂回するなど、「必ず運行する路線」と「降雪状況によって、一部
迂回、運休区間が発生する路線」を区別し優先順位を付け運行を継続。利用者へHP、
Twitterを通して迅速・的確な運行情報を提供

②雪かき作業 ➡ 各営業所内敷地は、除雪車を配備し、除雪体制を構築。バス停付
近は担当部署以外を含め人海戦術による除雪。降車場所と乗車場所の2箇所を除雪
③冬タイヤの管理 ➡ 毎年、早め（11月中旬）に新品を購入し冬用タイヤへ履き替
え。雪シーズン後もそのまま交換せず履き潰して毎年同じ時期の交換により冬期には
常に良い状態のタイヤを維持

➡バス路線図

14



１．経営トップの責務

(1) 大規模災害時は経営トップの判断が必要

①予測可能な雪害 一部運休 ➡ 全面運休 ➡ 一部再開 ➡ 全面再開の判断が必要

②雪害対応に対する経営資源（ヒト・モノ・カネ）の選択と集中

(2) 事前の備えなどへの投資

本日のまとめ

15

2．防災の基本方針

(1) 防災の基本方針は、経営トップが決裁

(2) 優先順位 ① 人命最優先（避難、救助、救護の原則） ➡ ② 事業継続

(3) 防災の基本方針の対象者 ➡ すべての社員・職員にとって重要

３．リスク評価

降雪・積雪の状況・予報等を活用して本社・営業所及び運行（航）エリアの雪害の可

能性を把握し、降雪・積雪による事業への影響度を想定

４．事前の「備え」

(1)上記３．の結果を踏まえ、雪シーズン前に、事前の「備え」を行い、

降雪・積雪情報の入手先を確認

(2)予測可能な雪害に対してはタイムラインを策定し、対応を実施

(3)荷主等との事前協議・協定締結等により安全最優先の運行の実施

重点推進事項重点推進事項

重点推進事項重点推進事項

4



国土交通省 大臣官房
運輸安全監理官室

ご清聴ありがとうございました。

16

※ ア ン ケ ー ト は 、 以 下 の Q R コ ー ド よ り ア ク セ ス 可 能 で す 。
アンケートにご協力下さい。



ご参考情報

目的 大臣プロジェクト「総力戦で挑む防災・減災プロジェクト」の一環として、運輸事業者の自然災害対応力の向上のため、
令和2年7月6日に策定・公表された「運輸防災マネジメント指針」（以下「指針」という。）を詳細に分かりやすく解説する
ことで、更なる理解を促し、運輸事業者における運輸防災マネジメントの構築の一助とすることを目的としています。

① 防災指針の項毎に詳しく解説。左ページに防災指針、右ページに解説、見やすさに配慮したレイアウト。
2冊を見比べる必要なく、1冊で完結。

② 設定により冊子印刷が可能。 ※中綴じホッチキスが必要になります。

①指針を分かりやすく説明

②具体的な事例・例示の提示

③関係する参考情報の提供

運輸防災マネジメントのポイントとして指針において推奨される取組及びその留意す
べき点について分かりやすい詳細な説明を追加しています。
◆防災の基本方針 ◆自然災害リスク評価からその対応の一連の対応
◆計画的装備、緊急連絡網、防災マニュアル、タイムライン等の事前の備えの内容
◆代替性の確保（ハード面、ソフト面） ◆利用者／荷主への情報提供
◆関係者(自治体・国・事業者)との連携 ◆教育・訓練等

随所に、指針の参考情報を掲載。情報元のURLとQRコードを提供しています。

防災指針の中で推奨する種々の取組の具体的な事例、例示を関連箇所に提示して
います。

解説防災指針

運輸防災マネジメント指針の解説の策定について（令和3年2月22日）

運輸防災マネジメントに役立つ
情報PPT資料について

見どころ

特徴

取組事例のHP公開について

災害関連情報（ハザードマップ、気象情報等）、BCP策定等の支援（中小企業庁、
DBJ格付融資等）、再建支援、多言語支援（JNTO提供アプリ、コールセンター等）

33 件 （鉄道11件、自動車12件、海事7件、航空3件）令和5年11月現在

営業所高台移転、非常用発電機設置、予備燃料確保、各種訓練実施、荷主との事前協議等

国土交通省 運輸安全HPURL:https://www.mlit.go.jp/unyuanzen/documents.html

QR コード

QR コード

QR コード
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災害関連情報提供、BCP策定支援等情報入手先

災害関連情報
〇気象庁：各種気象データの提供
〇（一財）日本気象協会
：精緻な気象情報の提供

〇国土交通省
：川の防災情報

防災ポータル
重ねるハザードマップ
わがまちハザードマップ
DiMAPS
大規模氾濫減災協議会制度

BCP策定等の支援 再 建 支 援

〇中小企業庁：中小企業BCP策定運用指針
BCP策定・運用についての
専門家派遣
地域と企業の連携支援

〇内閣府防災：事業継続ガイドライン

〇金融機関等
：BCP作成支援

〇日本政策金融公庫等
：災害復旧貸付

〇各都道府県等の
信用保証協会

：セーフティネット保証４号
災害関係保証

〇最寄りの生活衛生同業組合
：生活衛生改善貸付

あいおいニッセイ同和損保
cmap（シーマップ）
リアルタイム被害予測

日本気象協会
暴風確率予測

〇日本政策投資銀行
：BCM格付融資

多言語対応支援

〇日本政府観光局
（JNTO）
：コールセンター
（050-3816-2787）
アプリ

（Safety Assistance）
WEB、SNS

〇地方自治体
：運輸事業者の防災力向上に向けた公的支援

参考



●気象警報・注意報・●土砂災害警戒情報
●大雨危険度 ●竜巻注意情報
●キキクル ・●熱中症警戒アラート
●雨雲の動き ・●今後の雪
●今後の雨
●気象情報
●台風情報
●指定河川洪水予報

等

災害関連情報の提供（気象庁）

海洋火山

地震・津波気象防災

〇気象庁にて、気象防災、地震・津波、火山、海洋等の様々な情報の提供が行われている。

●津波警報・予報
●地震情報
●推計震度分布図
●長周期地震動に関する観測情報
●南海トラフ地震関連情報

等

●噴火速報・警報・予報
●降灰予報
●火山ガス予報 等

●海上警報・予報
●海上分布予報
●波浪実況・予想図
●潮位観測情報
●波浪観測情報 等

※気象庁ホームページ（http://www.jma.go.jp/jma/menu/menuflash.html）
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●GoStopシステム
全国の高速道路を対象に、気象による輸送影響リス
クを72時間前から、地図等によりひと目で確認できる
Webサービス。各路線のインターチェンジごとに、5つの
気象要素（雨、風、雪、吹雪、越波）を1時間ごと
に把握可能。

●気象観測・解析
地上での気象観測以外に、係留気球や光放射観測
、超音波風向風速計を用いて高層での気象観測や
風況観測などを実施

ｚ

災害関連情報の入手先 （一財）日本気象協会

豪雨・浸水・洪水・高潮対策 危機管理・防災

地震・津波対策

気象
リスク

マネジメント
に関する情報

を提供

その他

●雷監視・予測サービス
落雷・雲放電の観測データと最新予測技

術を活用し「落雷観測情報」
「雷ナウキャスト」「雷予測メッシュ」

を提供。雷雲の接近を事前に検知し、
外作業や発電設備の事前停止な
ど、迅速な初動対策を促す。

●気象モデルによる降雨予想システム
最大78時間先までの降水量を精度
良く予測。

●土砂災害予想システム
山岳域で広範囲に渡って存在する設備網や線状の
設備網（送電線網、パイプライン網、線路網、道路
網など）の土砂災害リスクの把握に有効。

●ダムの事前放流判断支援サービス
高解像度の雨量予測を基にダムへの
流入量を予測し、事前放流判断を支援

出典：（一財）日本気象協会ホームページ（https://www.jwa.or.jp/）

●気象データ入電情報通知システム（MIEmAS）
警報や地震情報等の発表をいち早く知らせ、災害時

における組織の迅速な
対応を支援。

●リアルタイム津波浸水予測システム
これまで培ってきた津波数値計算技術を用いて気象庁
の震源予測に対応した津波到達
時刻、高さ、浸水範囲、浸水深さ
などをリアルタイムで予測するシステム
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●高潮予測システム
120時間先までシミュレーションによる予測
情報を作成。5コースの台風経路を設定し、
１時間ごとの各地点の予測潮位を提供します。
（東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海のみ）



防災ポータル/ Disaster Prevention Portal（国土交通省）

ご利用はコチラ
http://www.mlit.go.jp/river/bousai
/olympic/index.html

〇 国土交通省や各関係機関等の情報提供ツールを一元化して、多言語化やスマートフォン対応等
により、国内外の方々が平時から容易に防災情報等を入手できるよう、防災ポータルを公開。

関係機関の情報提供ツールが

一元化

〈日頃から知ってほしい情報〉

私たちの取り組み

身の守り方
災害時に身を守るための知識を見ることができます

路線情報
バス・鉄道の路線図を見ることができます

国土交通省が取り組む災害対策などを見ることができます

被害想定
想定される被害やハザードマップを見ることができます

災害時、いち早く被害の状況を見ることができます
被害状況

台風などの気象情報、雨量や河川の水位などを見ることが
できます

気象状況

避難所等の防災施設を検索することができます

道路交通情報や鉄道・航空各社の運行情報、
物流の状況を見ることができます

逃げるための情報

交通・物流情報

※その他、ライフライン情報などの情報も掲載されています

〈災害時、見てほしい情報〉
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川の防災情報（リアルタイムの河川情報の提供等：国土交通省）

●ウェブサイト「川の防災情報」
〇国または都道府県等が管理している一級河川、二級河川の情報（国、都道府県等が管理
している水位観測所、雨量観測所等の情報）が原則対象。

〇無料で閲覧可能。また、閲覧するために登録が必要な情報は無し。ただし、閲覧するための
データ通信費用については、利用者の負担。

※英語版あり

※ご利用はコチラ
➡：国土交通省川の防災情報ホームページ

（https://www.river.go.jp/kawabou/html/map/ipTopGaikyo_ac80_fw0.html）

〇ダム諸量データ
ダムに関して、10分ごとに観測される「貯水位」、
「全流入量」、「全放流量」、「貯水量」、「貯水率
（利水容量・有効容量）」などの値が確認可能。
※国土交通省水管理・国土保全局、（独）水

資源機構、都道府県が設置したダムや堰で観測
された情報が対象。

〇雨量
10分ごとの雨量や1時間ごとの雨量が確認可
能。

〇レーダ雨量
全国及び各地域の雨量分布が一目でわかる。
※高精度・高分解能（250ｍメッシュ）で、ほ
ぼリアルタイム（配信間隔1分）のレーダ雨
量情報が確認可能（XRAIN GIS版）。

〇水位
全国の水位観測所のリアルタイムの水位を、観測
所付近の川の断面図とあわせて確認可能。

〇洪水予警報等
各地域の氾濫注意情報、氾濫警戒情報、氾濫危
険情報、氾濫発生情報の発表状況について確認
可能。

〇カメラ
全国に設置されている河川カメラにおける静止画を
見ることが可能。

出典： 国土交通省川の防災情報ホームページ（http://www.river.go.jp/kawabou/html/map/ipTopGaikyo_ac80_fw0.html）
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身のまわりの災害リスクを簡単に調べることができます！

ハザードマップポータルサイト（国土交通省）

ハザードマップ 検索https://disaportal.gsi.go.jp/ 23

〇「重ねるハザードマップ」と「わがまちハザードマップ」の２つのコンテンツから、ハザードマップへの関心を通じて
住民等の防災意識向上を図ることを目的に、事前の防災対策や災害時の避難など、防災に役立つ
情報を提供しています。

全国の市町村のハザードマップを閲覧することができます。様々な防災に役立つ情報を、全国シームレスに地図上で閲覧できます。

東京都千代田区洪水ハザードマップ 藤沢市津波ハザードマップ
写真

土砂災害警戒区域等

浸水想定区域

道路冠水想定箇所
緊急輸送道路
事前通行規制区間

1つの地図に重ね合わせて閲覧

重ねるハザードマップ わがまちハザードマップ

避難ルート
の検討

浸水対策
の検討

耐震対策
の検討

道路冠水想定箇所等 浸水想定区域 土地条件図等

避難計画・防災対策に役立つような、様々な防災に関する情報を提供しています



統合災害情報システム（DiMAPS）(国土交通省）

• 統合災害情報システム（DiMAPS）は、地震や風水害等の災害時に、国土交通省の関
係部局からの被害報告や他システムの情報等をWeb地図上に集約し、統合表示するシス
テム。

• 拡大、縮小可能なシームレスなWeb地図上で災害情報の迅速な共有が可能。被害の全
体像を含め災害対応に必要な情報を迅速に把握し、オペレーション等に活用。
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※出典：https://dimaps.mlit.go.jp/dimaps/index.html



事業継続ガイドライン（内閣府）
出典：内閣府ホームページ（http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/sk_04.html）

○広く事業継続の意義を理解してもらい、事業継続計画（BCP）策定の手がかり
となるよう、内閣府にて事業継続ガイドラインが公表されています。

○近年、経済の高度化に伴い、ひとつの企業の製品やサービスの供給停止が、社会経済に与え
る影響は、ますます大きくなっており、企業は、災害や事故で被害を受けても、取引先等の利害
関係者から、重要な業務が中断しないこと、中断しても短い期間で再開することが望まれていま
す。

＜本ガイドラインの対象＞
民間企業を主な対象とした内容が多く記載されていますが、業種・業態・規模を問わず、全ての

企業・組織を対象としています。

＜本ガイドラインの目的＞
事業継続の取組、すなわち事業継続計画（BCP）を含めた事業継続マネジメント（BCM）

の概要、必要性、有効性、実施方法、策定方法、留意事項等を示すことで、我が国の企業・組
織の自主的な事業継続の取組を促し、ひいては我が国全体の事業継続能力の向上を実現する
こと。

※事業継続ガイドライン 第三版 解説書（平成26年７月）
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/guideline03_ex.pdf

※事業継続ガイドライン（令和３年４月）
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/pdf/guideline202104.pdf

※ BCM : Business Continuity Management
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中小企業BCP策定運用指針（中小企業庁）

○中小企業BCP策定運用指針は、中小企業へのBCP(緊急時企業存続計画または事業継続
計画)の普及を促進することを目的として、中小企業関係者や有識者の意見を踏まえ、中小企
業庁が作成したものです。指針には、中小企業の特性や実状に基づいたBCPの策定及び継続
的な運用の具体的方法が、わかりやすく説明されています。

※詳しくはコチラ
➡中小企業庁ホームページ（https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html）

○本指針は、中小企業の経営者が、従業員と一緒に、自社の BCP を策定し、日常的に、運
用するとともに、緊急時に備えて BCP の発動を演習するための指針です。中小企業が投入で
きる時間と労力に応じて、4 通りのコース（入門コース、基本コース、中級コース、上級コース）
が用意されています。
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多言語対応支援（日本政府観光局（JNTO））

※詳しくはコチラ➡https://www.jnto.go.jp/jpn/projects/visitor_support/safetravelinfo.html

●日本政府観光局（JNTO）にて、自然災害時等の非常時に役立つ各種情報提供が行われている。

〇多言語コールセンター「Japan Visitor Hotline」（050-3816-2787）
・病気、災害等、非常時のサポート及び一般観光案内を実施。
・365日、24時間、英語・中国語・韓国語で対応。

〇スマートフォン向けアプリ「Japan Official Travel App」
このアプリ内の以下の項目で災害関連の各種情報提供を実施。

「In Case of Trouble」・・・大使館・領事館情報
「Points of Interest」・・・病院情報、避難場所・避難所情報 等
「Safety Assistance」（Other内）・・・災害情報、災害時に役立つ表現等
「Route Search」・・・路線情報、経路案内情報
※アプリダウンロード：https://www.jnto.go.jp/smartapp/eng/about.html

〇公式Twitter／微博（Weibo）「Japan Safe Travel」
自然災害に関する警報・注意報、各交通機関の交通障害、感染症や熱中症の注意喚

起など訪日中の旅行者の安心・安全につながる情報を配信。
※URL(Twitter)：https://twitter.com/JapanSafeTravel
※URL(微博)：https://weibo.com/u/7385501623

〇JNTOグローバルウェブサイト
このウェブ内のImportant Notice内の「Japan Safe Travel Information」

で、災害情報、主な鉄道・空港・航空の情報、医療関係情報等の参照先を
提供。
※URL：https://www.japan.travel/en/news/JapanSafeTravel/

※Japan Official Travel 
Appにおける避難場所・避
難所情報表示の例

※地図表示には通信可能な
環境が必要です
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各種情報 QRコード
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参考 QR
Code


